
2030年度と2050年は、現行計画から変更しない

2035年度と2040年度の削減目標（設定有無含む）について、

今回の「部門別の緩和策」に対する議論内容を踏まえて、次回、審議予定

2050年カーボンニュートラル（ゼロカーボンシティ）を目指すことについては

変更しない

４ 温室効果ガスの削減目標
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５ 2050年に目指す脱炭素社会
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まずは「徹底した省エネ」に取り組むとともに、

「電力部門の脱炭素化（再エネ導入）」と「非電力部門の電化」を進めつつ、

電化が困難な分野においては「水素等の供給・利活用」を推進する

出典：更なる省エネ・非化石転換・DRの促進に向けた政策について（2025年5月/資源エネルギー庁）
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運輸

熱

電力

取組みの対象 必要な取組み

省エネ 電源の脱炭素化
（再エネ、水素など）

省エネ
電化

（化石燃料
→電力）

電源の脱炭素化
（再エネ、水素など）

熱源の脱炭素化
（水素）

電動化
（EV等）

電源の脱炭素化
（再エネ、水素など）＋

＋

取組みの方向性
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（参考）エネルギー需要側の全体像（第７次エネルギー基本計画）



出典：日本のエネルギー 2024年度版（2025年3月/資源エネルギー庁）

Ⅳ 気候変動に適応する強靭なまち

環境と経済の好循環による脱炭素化を軸に、都市や企業の価値・競争力を高め、

快適で災害にも強く、誰もが暮らしやすい社会を目指す

Ⅱ イノベーションの推進

ライフスタイルの変革

Ⅰ エネルギーの脱炭素化

２０５０年
北九州市が目指す

脱炭素社会

「北九州モデル」

高い市民環境力を基礎に
AI・デジタル化等の社会変革を
踏まえた、快適で質の高い、
脱炭素型ライフスタイルに転換

電力、熱、運輸などあらゆる分野で、
これまで以上の省エネ、電化を進め、
再エネやCO2フリー水素を最大活用
することで、化石燃料から脱却し
エネルギー全般を脱炭素化

気候変動の影響に対応するため、
域内全体での蓄電システムを構築し、
災害時の再エネによる電源確保など
脱炭素で、強靭なまちづくりを推進

近代産業発祥の地から「北九州モデル」を構築・展開し、脱炭素社会の実現に地球規模で貢献

産学官の連携で、脱炭素化に必要な
研究開発を加速させ、イノベーションの
早期実現を図ることで、生産活動や
サービスなど、産業・経済社会

を脱炭素化

（環境と経済の好循環）

Ⅴ 国際貢献
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（参考）2050年に向けた更なる脱炭素化の方向性（カーボンニュートラルへの転換イメージ）

Ⅲ

産業
部門

全部門

家庭部門
業務部門 適応

北九州市が目指す2050年の脱炭素社会（ゼロカーボンシティ）
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